
さいたま市地盤変動調査水準測量業務仕様書 

 

１ 目  的 

この業務は、平成３年１１月２９日に地盤沈下防止等関係閣僚会議において決定さ

れた「関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱」に基づき、実施するものである。 
２ 履行期間 

令和７年１１月６日から令和８年３月２３日まで 
３ 業務の実施方法 

（１）この測量は、さいたま市公共測量作業規程、地盤変動調査一級水準測量作業要

領（埼玉県）及び本仕様書に基づいて行うものとする。 

  （２）さいたま市公共測量作業規程に定めのない事項については、地盤変動調査一級

水準測量作業要領の規定によることとし、当該規程、要領の相互間に重複のあ

る場合は、当該規程の定めるところによるものとする。 

４ 作業計画 

       受託者は、契約後速やかに作業計画書を作成し、市に提出するものとする。 

５ 作業の種別、数量及び完了期限並びに成果品の納入期限 

種  別 作業の数量 
作業の 

完了期限 
成果品の 

納入期限 

観  測 １２３㎞ 
令和８年 

１月３１日 
１次幹線は 

地理院指示時期 

等量線図 
1/5万原図 

(年間・5ヶ年 ) 
令和８年 

３月２３日 
令和８年 

３月２３日 

変 動 図 

1/5万原図 

 (年間・5ヶ年・ 

10ヶ年・累年) 
同  上 同  上 

計算諸簿 

整  理 

検  定 
一  式 同  上 同  上 

※ 注 観測成果のうち一次幹線分については、国土地理院へ成果報告を行うため、

市が指示する日時までに納入するものとする。 



６ 測量技術者の編成 

（１）受託者は、現場責任者及び技術管理者又はそのいずれかを定め、書面をもって

市に通知しなければならない。また、測量作業班を編成し、作業を行うものと

する。 

（２）測量作業班は、作業班長、測量係員及び補助員をもって編成するものとする。 

（３）受託者は、作業班長及び測量係員等を定めたときは、書面をもって市に通知す

るものとする。 

７ 測量技術者の資格 

 （１）技術管理者（測量主任技師） 

測量士で、測量に関し８年以上の実務経験を有し、技術管理、安全衛生管理を

行うものとする。 

  （２）現場責任者（測量主任技師） 

        同   上 

  （３）作業班長（測量技師） 

        測量士で、測量に関し３年以上の実務経験を有し、技術管理、工程管理を行う

ものとする。 

  （４）測量係員（測量技師補） 

       測量士又は測量士補で、測量に関し実務を行う者。 

  （５）補助員（測量助手） 

    測量に関し実務を行う者。 

８ 測量機械 

国土地理院測量機器性能基準による１級レベル及び１級標尺又は同等以上の性能を

有するものとする。 

９ 測量機器の検定 

 市の指定する機関による検定を受けたものとする。 

10 観  測 

  （１）観測すべき水準基標は、付表に示す。 

  （２）観測の実施に先立ち、全路線の踏査を行い、水準基標の異状の有無を調査し、

基準点現況調査報告書１部を作成して、市に提出するものとする。 

 （３）前日の測量実施箇所及び出来高と当日の観測予定を午前９時までに市に連絡す

るものとする。 

  （４）水準路線の観測が終了したときは、その環の閉合状況をその都度、市に報告す

るものとする。 

  （５）閉合差が制限を超過したときは、その原因を調査し、必要があるときは再測を

行わなければならない。 



11 計算及び整理 

  （１）基準日における観測比高の計算 

        地盤変動調査一級水準測量作業要領第３４条に示す方法によって、基準日に

おける観測比高を計算するものとする。 

        なお、基準日は、令和８年１月１日とする。 

  （２）平均成果の計算 

令和７年度基準日における標高は、水準網の平均計算を行い、各基標の標高

を求めるものとする。使用する電算用のソフトは、日本測量協会の検定済み

ソフトとし、国土地理院へ登録済みであることを要する。 

また、そのことを証明する書類の写しを市へ提出するものとする。 

  （３）変動図の作成（年間等量線図の電子データはPDF形式及びkml形式で作成） 

ア）令和６年度と令和７年度の平均成果の差から各基標の年間変動量を算出

し、この変動量を用いて変動図（５万分の１）を作成する。 

イ）初年度と令和７年度の平均成果の差から、各基標の累年の変動量を算出

し、この変動量を用いて変動図（５万分の１）を作成する。 

ウ）平成２７年度と令和７年度の平均成果の差から、各基標の１０年間の変

動量を算出し、この変動量を用いて変動図（５万分の１）を作成する。 

変動曲線は、年間は10㎜間隔のコンター、過去５年間は10㎜間隔コンタ

ー、10年間は50㎜間隔コンター、累年は100㎜間隔コンターとする。 

（４）基準点標高成果の改定 

変動量の計算等に際しては、令和７年４月１日に基準点の標高成果が改定さ

れたことを踏まえ、国土地理院の示す「標高補正パラメータによる改算」等

を活用し、補正を行う。 

12 提出すべき記録及び成果等は、次の通りとし、（１）から（４）までについては製

本して提出する。 

    なお、変動状況表については、毎年県が出している「埼玉県地盤沈下調査報告書」

に記載されているものと同形式で統一された成果表を作成するものとする。 

  （１）観測手簿                                               一 式 

 （２）観測成果表                                         １ 部 

  （３）計算簿（世界測地系）                      一 式 

 （４）平均成果表（世界測地系）                 一 式 

 （５）変動図（年間・５ヶ年・１０ヶ年・累年）          一 式 

 （６）等量線図（５万分の１） 

     ・令和７年１月１日～令和８年１月１日の年間等量線図   ２０部 

    ・年間等量線図の電子データ（PDF形式、kml形式） 

 （７）国家水準点等の点の記 

   清描図（水準点に移転等があった場合）                    一 式 

   市が管理する一級水準点の点の記の電子データ 

（PDF形式／水準点に移転等があった場合）          一 式 

   

 



（８）測量結果のまとめ                                         一 式 

      ア）測量地域面積 

      イ）区別沈下及び上昇地域面積（年間・５ヶ年） 

       ウ）変動状況別水準点数 

       エ）変動状況表（年間・５ヶ年・区別） 

       オ）地盤沈下観測所「測量点一覧」（世界測地系） 

       カ）精度管理表（世界測地系） 

       キ）作業実施報告書 

    ク）CD-ROM 

     （各種成果調書データ、点の記データ、地盤沈下・地下水位観測所 

      成果一覧データ、水準路線網図データ、変動・等量線図データ） 

（９）幹線網、平均計算用のデータシート（世界測地系）        一 式 

（10）水準路線図                                 一 式 

地形図データを使用し、水準基標の表示は真位置を中心として直径4mmの円と点番

号及び観測経路を記入したものを1:50,000にて印刷する。 

（11）基準点現況調査報告書                     １ 部 

（12）製品仕様書                        １ 部 

（13）国土地理院提出用測量成果                                 ２ 部 

      ア）平均成果表 

      イ）観測成果表 

       ウ）精度管理表 

       エ）検定証明書（写） 

       オ）路線網図 

       カ）基準点現況調査報告書 

       キ）製品仕様書 

（14）その他市の担当者が指定した書類等                         一 式 

13 成果品の検収 

（１）提出された記録及び成果等は、作業規程及び作業要領並びに本仕様書に基づいて

行われているかどうかを確認して検収する。 

（２）作業規程及び作業要領並びに本仕様書に反した作業を行ったとき、または受託者 

の故意もしくは重大な過失により不適確と認められる成果については、再測、再

計算等の処置をとり、改めて検収するものとする。 

14 記録等の帰属 

  この業務の実施にともない作成された記録等の権利は、さいたま市に帰属する。 

15 成果品及び機器の検定機関の指定等 

（１）さいたま市公共測量作業規程により、この業務の成果品の検定機関は「社団法人 

日本測量協会 測量技術センター」を指定する。 

（２）業務の成果品は成果品検定指定機関の検定を受け、検定機関の発行する検定証明

書を添付すること。 

16 その他 

上記事項に定めのないものについては、市と協議の上決定するものとする。 


